
 

東海再処理施設の廃止措置計画変更認可申請対応等について 

 

令和 4年 11 月 2 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

 

〇令和 4年 11 月 2 日 面談の論点 

 

 ガラス固化処理技術開発施設(TVF)における固化処理状況について 

 

 工程洗浄の進捗状況について 

 

 東海再処理施設の保全について（資料 1） 

 

 低放射性廃棄物処理技術開発施設（LWTF）の津波対策に係る方針について 

（資料 2） 

 

 緊急時対策支援システム（ERSS）データ伝送系統の整備について（資料 3） 

 

 その他 

 

以上 
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東海再処理施設の保全について

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
核燃料サイクル工学研究所

再処理廃止措置技術開発センター

令和４年１１月２日

【資料１】
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性能維持施設の見直し

2

今後，工程洗浄の終了等，施設におけるリスクの低減が確認できた段階で，性能維持
施設について段階に応じた機能の見直し（対象からの除外を含む）等を行う予定。その際，
現在性能維持施設とはしていない貯槽・配管等の静的な機能のみを持つもの等の取扱い
についても整理を予定。
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更新・交換等に係る許認可について（1/2）

・現在，一部の部品交換については再処理施設保安規定に定める管理の方法に基づき実施
できるが，性能維持施設に係る機器，性能維持施設とはしていないが維持基準規則におけ
る安全機能を有する機器の更新・交換については原則として廃止措置計画の変更認可申
請を行い，認可を受けた上で実施している。
・将来的には廃止措置の進捗等により機器等の能力等を変更する可能性はあるが，当面は
既設の部品交換・同等品への更新・交換が主となる。
・直近10年間で設工認申請・廃止措置計画変更認可申請を行った更新・交換（計36件）は，
回転機器類，ユーティリティ配管の高経年化によるものが多く，これらは閉じ込めや崩壊熱
除去等の安全機能に関連するものも多いが，工事の方法は定型的であり，類似作業の実
績も多い。

【定型的な更新・交換の許認可の例】
・浄水配管の一部更新
・送排風機の電動機交換
・送排風機本体の交換
・インセルクーラーの電動機ユニット交換

直近10年間に更新・交換の許認可を行った機器類
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更新・交換等に係る許認可について（2/2）

機器等に供用中の不具合が発見された場合等，応急的な措置（措置後の検査や監視強
化等を含む）により必要な安全性を確保するが，恒久的な措置を早期に実施することでより
確実に安全性が確保できる場合がある。

【想定されるケース】
・配管等
漏れ止めや仮設配管の設置等の応急的な措置を行い，認可後に恒久的な措置を実施
する場合，許認可の合理化により，恒久的な措置を早期に実施可能となる。

・回転機器等
許認可を行った後，機器等の購入・製作を行う場合，許認可の合理化により，早期に恒
久的な措置が実施可能となる。また，予備品の購入・製作を行うことで，短期間で恒久的
な措置が実施可能となる。

⇒定型的な更新・交換等で許認可を行う場合と同等の水準の品質で実施可能と考えられる
ものについて検討
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低放射性廃棄物処理技術開発施設（LWTF）の津波対策に係る方針について 

令和4年11月2日 

再処理廃止措置技術開発センター 

１．津波対策の基本的な考え方 

廃止措置段階にある再処理施設における津波対策は、リスクを踏まえた安全対策を行う

ことを基本としている。LWTFで取扱う放射性物質の量はHAW及びTVFと比較し少量である

ことから、LWTFにおける津波に対する安全性は、HAW及びTVF以外のその他の施設と同

様に確保する。施設の安全性を確保する観点から、設計津波による荷重（波力及び漂流物）

を受けて建家内に海水が流入した場合においても、有意に放射性物質を建家外に流出さ

せない対策を行う。 

上記安全対策に加え、LWTF は低放射性廃液のセメント固化を含む廃棄物処理を長期

的に行う新規施設であり、津波被災後の運転遅延のリスクを抑えるためには、供用開始前

に運転に必要な設備を防護する対策を行った方が合理的であることから、設計津波の波力

に対して、建家内に海水を流入させない対策を行う。 

２．設計津波襲来時における LWTF の現況 

（１）最高浸水高さと建家の状況について

 最高浸水高さは、HAW及びTVF と同様にLWTFにおいて最も高くなる条件（港湾構

造物なし、周辺建家あり）で評価を行い、T.P.約+14.8 m とする（添付資料-1 参照）。

 最高浸水高さ（T.P.約+14.8 m）は、地上 2 階床上約 までの高さに相当し、建家

の外部との開口部は、地上１階のトラックエアロックのシャッター(2 箇所)・扉(2 箇所)、

管理区域から建家外に通じる扉（2 箇所）、地上 2 階の機器搬入口（1 箇所）・扉(2 箇

所)である。これらの開口部は、止水性能を持たないため、海水が建家内に流入する

ことが想定される。

 この場合、地下 2 階から最高浸水高さである地上 2 階までの範囲が浸水するおそ

れがある。

（２）波力・漂流物と建家の状況について

 波力算定用津波高さは、HAW、ＴＶＦ及びその他の施設と同様な条件（港湾構造物

なし、全建家なし）で、T.P.約+11.0 m（地上１階天井付近までの高さに相当）とする

（添付資料-1 参照）。波力の水深係数はα =3 とする。なお、安全対策において想定

する漂流物はその他の施設と同様とする。

【資料２】
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  建家については、各階の保有水平耐力が設計津波の荷重（波力及び漂流物）以上

であることから倒壊することはない（添付資料-2参照）。 

  外壁については、設計津波の波力に対して東側（海側）と開口部付近の外壁が、

短期許容応力度を満足せず、建家内に海水が流入する可能性がある（添付資料-3

参照）。 

 

（３）建家内の設備の状況について（添付資料-4、5、6 参照） 

  地上１階には、放射性物質を内包し、耐圧性が十分でない機器（サンプリング・分

析設備及び焼却設備の一部）が設置されており、海水が建家内に流入した場合は、

有意に放射性物質を建家外に流出するおそれがある。なお、地下階に設置している

機器については、その他の施設と同様に貯槽内又は地下階のセル・部屋内で放射

性物質が保持され、地上階へ流出する可能性がないことから、建家外への放射性

物質の有意な流出はない。 

  浸水想定範囲には、運転に必要な設備として、廃液処理設備（ろ過・吸着設備、セ

メント固化設備、硝酸根分解設備）、焼却設備の一部の機器、これらの設備の運転

に必要な電気設備、ユーティリティ設備、換気空調設備、サンプリング・分析設備等

の設備が階段や一部の廊下を除きほぼ全域に設置されており、海水が流入した場

合は、廃棄物処理運転に影響を与える。 

 

３．基本的な考え方に沿った対応（添付資料-4、5、6 参照） 

海水が建家内に流入した場合に、有意に放射性物質を建家外に流出するおそれがある

設備が設置されている地上１階の部屋については、海水の流入箇所（壁、扉、換気空調ダ

クト、配管・ケーブル等の壁貫通部）に対して、浸水防止対策を行う。 

上記安全対策に加え、設計津波の波力による建家内への浸水を防護できるよう、東側

（海側）と開口部付近の外壁、建家の外部との開口部等に対して、浸水防止対策を行う。 

 

                                                以 上 
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設計津波の荷重に対する建家の評価について 

 

1．はじめに 

設計津波の荷重に対する施設の状況を確認するため、その他の施設と同様の方法

により、建家の耐津波性について確認を行った。 

 

２．評価方法 

LWTF 建家の各階の保有水平耐力と設計津波の荷重（波力及び漂流物）との比較に

より評価を行った。確認に際しては、「津波避難ビル等の構造上の要件の解説」、「津波

漂流物対策施設設計ガイドライン」及び「国土交通省が定める道路橋示方書・同解説」

を参考とした。波力算定用津波高さ及び表面流速（2.5m/s）は津波シミュレーションの値

を用い、水深係数はα =3 とした。漂流物の荷重は、小型船舶（約 57 t）を用いた。なお、

地下については設計津波の影響がないものとした。 

 

３．評価結果（表１参照） 

建家の各階の保有水平耐力は設計津波の荷重（波力及び漂流物）以上であり、建家

が倒壊することはない。 

表1 建家の耐津波性 

階 
保有水平耐力 

/設計津波荷重* 
耐津波性 備考 

5F ― ― 
設計津波の影

響がない高さ 
4F ― ― 

3F ― ― 

2F 27.6 〇 

 1F 5.9 ○ 

B1F ― ○ 

B2F ― ○ 

*「保有水平耐力/設計津波荷重」については、NS方向及びEW方向の小さい方の値。 

以 上 

添付資料-2 
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地下2階

地下1階

添付資料-5（2/2）

：防護すべきエリア

被災後の運転遅延のリスクを抑えるために防護すべきエリア
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緊急時対策支援システム（ERSS）データ伝送系統の整備について 

令和 4 年 11 月 2 日 
保 安 管 理 部 

１．概要 

核燃料サイクル工学研究所では、再処理施設の状態を示す情報として、再処

理施設のプロセスデータ、施設放射線データ及び環境データについて、「原子力

災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防災業務

計画等に関する命令」（以下「防災業務計画等命令」という。）に基づき、原子

力規制庁が運用する緊急時対策支援システム（以下「ERSS」という。）へ伝送す

ることとしている。伝送項目は、全 634 項目を抽出しており、その内の高放射

性廃液の蒸発乾固に関連する 104 項目について、令和 5 年度中に伝送開始する

ため、伝送系統（以下「ERSS データ伝送系統」という。）の整備を進めている。

（その他の 530 項目は、東海再処理施設の現状を踏まえ絞込み中。） 

本整備にあたり、再処理施設内の監視盤等の設備との接続を有することから、

ERSS データ伝送系統の整備に係る方針等を整理した。 

２．ERSS データ伝送系統の概要 

ERSS データ伝送系統は、再処理施設内の監視盤等の設備からケーブルで接

続する ERSS 伝送機器類や現場伝送サーバを介し、防災管理棟に設置するサー

バに有線及び無線で必要な情報を収集する設備で構成される。収集した情報

は、統合原子力防災ネットワーク設備を用いて原子力規制庁の ERSS サーバに

伝送する。 

令和 5 年度に伝送開始予定の情報を別添 1 に、ERSS データ伝送系統の概要

図を別添 2 に示す。 

３．整備に係る方針 

ERSS データ伝送系統は、平常時から必要なデータを ERSS へ伝送するよう求

められており、防災業務計画等命令等の要求事項を踏まえ、以下の基本方針で

整備を進めている。 

○ 統合原子力防災ネットワークに接続し、第 1 データセンター（地上回

線、衛星回線）及び第 2 データセンター（地上回線）へ伝送する。

○ 単一故障が生じてもデータ伝送を維持できるよう二重化等を図る。

○ 商用電源喪失時に備え、非常用電源設備からの給電を確保する。

なお、地震・津波の影響により、ERSS データ伝送系統の機能が喪失した場

合は、可搬型の通信連絡設備を使用し、現場からの必要な情報の収集と原子力

規制庁への情報共有を行う。 

また、ERSS データ伝送系統と再処理施設内の監視盤等の設備へのケーブル

接続にあたっては、以下のとおり、再処理施設の安全機能に影響を及ぼさない

ように設計し、設置する。 

○ 安全機能を持つ既存の制御・計測設備に影響を与えるような制御系統の

改造や接続は行わない。

○ 再処理施設内に新たに設置する ERSS 伝送機器類やケーブル等は廃止措

置計画用設計地震力が作用したとしても、安全機能を持つ既存施設に

波及的影響を与えないよう設置する。

以上 

【資料３】
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別添２ 

3 

核サ研ERSS伝送サーバ等

＜再処理施設＞

地上

緊急時対策支援システム(ERSS)データ伝送系統の概要図

原⼦⼒規制庁ERSSサーバ

【防災管理棟】

地上

第2データ
センター

系統②

サーバ

【分析所】

衛星

第1データ
センター

ERSSデータ伝送系統

有線

有線

無線

現場伝送
サーバ

有線

無線

無線
設備

【ユーティリティ施設】
（無線中継点）

変換器盤等

⼯程制御装置

ERSSデータ伝送系統

制御盤

HAWパラメータ
監視盤（現場盤）

放射線
監視盤

有線

有線

無線

モニタリング
ポスト等

ERSS
伝送機器類

HAWパラメータ
監視盤

ERSS伝送
機器類

系統①

有線
放射線
監視盤

放管⽤
計算機

テレメータ
サーバ

ERSS伝送
機器類

【安全管理棟】

【ガラス固化技術開発施設】

【高放射性廃液貯蔵場】

＜凡例＞

赤 ： 令和４年度整備範囲（非管理区域）

黒 ： 令和５年度整備範囲（一部管理区域）



破線部は、未整備箇所

： 既設設備との取合部

※⾮管理区域
※⾮管理区域

※⾮管理区域

※⾮管理区域

※管理区域

※管理区域

※設置場所等
検討中

（統合原子力防災ネットワーク）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）原子力規制庁内規「緊急時対策支援システム（ERSS）の運用マニュアル」より 
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～6日 ～14日 ～21日 ～28日 ～4日 ～11日 ～18日 ～25日 ～2日 ～9日 ～16日 ～23日 ～28日 ～6日 ～13日 ～20日 ～27日

津波による
損傷の防止

事故対処

内部火災

溢水

その他
/工事進捗

▽:面談 ◇:監視チーム会合

廃止措置の状況

1月

令和5年度

ガラス固化処理の進捗状況等

○TVF保管能力増強に係る
一部補正

○その他の設工認・報告事項等
その他

LWTFの計画変更
セメント固化設備及び
硝酸根分解設備の設置
等

○実証規模プラント試験の
試験計画について

○安全対策の基本方針
  について
○実証プラント規模試験
装置設計結果

○津波対策方針

当面の工程の見直しについて

○HAW及びTVF溢水対策工事

安
全
対
策

保安規定変更

○安全対策工事の進捗

○TVF浸水防止扉の耐震補強

○事故対処設備の保管場所
の整備

○PCDF斜面補強

○高経年化技術評価
○設備更新・補修等の考え方

保全の方針

SF搬出

工程洗浄

○代替措置の有効性
○HAW及びTVF内部火災対策
工事

東海再処理施設の廃止措置等に係る面談スケジュール(案)

令和4年度

令和4年11月2日
再処理廃止措置技術開発センター

廃止措置計画変更認可申請に係る事項

10月 11月 12月面談項目

必要に応じて適宜説明

進捗状況を適宜報告

必要に応じて適宜説明

必要に応じて適宜説明

進捗状況を適宜報告

進捗状況を適宜報告
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▼5

▼19

▼19

▼5 ▼19

▽2

▽2

▽2

▼19 ▽2

▽2▼27

▽16

▽16

▽16

▽30

▽30

▽30
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